
様式第１号（第４条関係）

1 申請者が、成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者でないことを証する書類

2 申請者（法人の場合は代表者）の住民票抄本又及び経歴書

3 法人の場合は、登記事項証明書及び定款の写し

4 営業所の位置図、平面図及び正面よりの写真

5 専属責任技術者名簿（様式第３号）及び責任技術者証の写し並びに雇用関係を証する書類

6 工事の施工に必要な設備及び器材を有していることを証する書類

7 誓約書（様式第２号）

8 市税等の納税証明書

電 話 （ ）

小諸市下水道指定工事人指定 （更新 ）申請書

小 諸 市 長 様

日月年

〔添付書類〕

営業所所在地

電 話 （ ）

Ｆ Ａ Ｘ （ ）

申

請

業

者

ふ り が な

商 号

ふ り が な

代表者住所・氏名

ふ り が な

印



㊞

上記のとおり、相違ありません。

年 月 日

氏 名

申 請 者 の 経 歴 書

現 住 所

氏 名

生 年 月 日

職 名

年 月 日

職

歴

賞

罰

年 月 日

期 間 従 事 し た 職 務 内 容

賞 罰 の 内 容



様式第３号（第４条関係）

〒 -

〒 -

〒 -

〒 -

1 責任技術者証の写し

2 専属を確認できるものとして、下記のうちいずれか一つ

第 号

第 号

第 号

摘 要

（注）

➀

➁

雇用保険被保険者資格取得確認通知書及び保険料領収書の写し

従業員全員の賃金台帳又は源泉徴収簿及び所得税納付額領収書の写し

専属解除の場合は、名簿を別葉とする。

責

任

技

術

者

第 号

住所
ふ り が な

登 録 番 号
専属者氏名

（

指定（登録）番号

商 号

営 業 所 所 在 地

代 表 者 氏 名

第

電話

号

〒 -

）

印

日

専 属 責 任 技 術 者 名 簿 （ 新 規 ・ 解 除 ）

小 諸 市 長 様

年 月

〔添付書類〕



様式第２号（第４条関係）

小諸市下水道指定工事人として指定を受けましたうえは、下水道に関する法令、条例及び規則を

遵守し、誠実に義務を履行いたします。

なお、万一違背の場合は、指定の取消しその他の処分を受けましても何ら意義を申しません。

法人の場合は代表者氏名

印

日年 月

氏 名

小 諸 市 長 様

誓 約 書

申 請 者 住 所

法人の場合は営業所（店舗）の所在地

商号又は名称



営 業 所 の 平 面 図 及 び 付 近 見 取 図 並 び に 写 真

（注） 1

2

3

営業所の写真は、建物全体で営業所の看板を入れること。

平面図は、机等の配置状況を記入のこと。

付近見取図は、主な目標物を入れてわかりやすく記入すること。

平 面 図

付近見取図



機 械 器 具 調 書

種 別 数 量名 称 形 式 、 性 能

日 現 在月年

備 考



13 登 録 手 数 料 の 領 収 納付書により金融機関で納付してください。

※申請前に必ずご確認ください

書 類 の 名 称 備 考

別紙　事務所内の机、棚等の配置

別紙　地図等。

別紙

指 定 工 事 人 申 請 の 提 出 書 類

10

2

3

平 面 図

営 業 所 の 位 置 図

本籍がある市町村の住民課等で申請してください。

4

5

6

7

身 分 証 明 書

住 民 票

経 歴 書

登 記 事 項 証 明 書

定 款 の 写 し 法人の場合のみ。

法人の場合のみ。

市 税 等 の 納 税 証 明 書

1

11

12

8

9 専 属 責 任 技 術 者 名 簿

工事に必要な機材を有している書類

誓 約 書

事 務 所 正 面 の 写 真 別紙　建物全体と看板が写っているもの。

別紙
添付書類
１　責任技術者証の写し
２　専属を確認するものとして下記のいずれかが必要。
　　①組合健保、全国健康保険協会管掌健保被保険者証の写し
　　②雇用保険被保険者資格取得確認通知書及び保険料領収書の写し
　　③従業員全員の賃金台帳か源泉徴収簿及び所得税納付額領収書の写し

　原則として①又は②を添付。③は①②が提出できない場合。

別紙

別紙


